
　５地区で担い手として重要な役割を果たしている
大規模経営体に対して個別に聞き取り調査を実施
し、経営上の課題を明らかにするとともに、担い手
と一緒に解決に向けた改善計画と支援内容を検討し
整理しました（図１）。
　具体例として、Ａ経営体ではＩＣＴ等の先端技術
導入を含めた経営改善を実践し、米生産費の 12％
削減を達成しました。

　飼料用米の作付面積は当地域で増加しているもの
の、主食用米と比較して所得が低い状況でした。そ
こで普及センターは、飼料米を使用して収量向上を
目指した流し込み追肥の実証ほを設置し、現地検討
会を開催するなど（写真１）、飼料用米専用品種及
び追肥技術を普及しました。
　その結果、飼料用米専用品種の作付面積と、流し
込み追肥実施面積が増加し、飼料用米作付による所
得は 22％向上しました。

　民間企業、ＪＡ、農研機構、普及センターが連携
し、実需者が求める加工適性を有する新品種「とよ
めき」の導入を推進しています。普及センターは多
収を実現する栽培管理の実証ほを設置し、主食用米
と比較して所得が向上する品種であることを示した
ところ、平成 30 年度には作付面積が 60ha まで拡
大しました（図２）。

図１　経営改善対象者の経営と改善の概要

写真１　現地検討会の様子

図２　新品種「とよめき」作付面積の推移
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持続可能な大規模稲作農業経営の確立

農地中間管理事業により集積した
地区毎の担い手の経営改善

飼料用米の多収生産技術の普及

実需者の要望に適う新品種の
生産技術確立と普及

県南農林事務所稲敷地域農業改良普及センター

　大規模な稲作農業経営の安定化を図るため、①農地中間管理事業により集積した地区毎の担い手の経営
改善、②飼料用米の多収生産技術の普及、③実需者の要望に適う新品種の生産技術確立と普及について取
り組みました。その結果、①５経営体が経営改善計画を作成・実践し、②飼料用米作付に伴う収量増加に
より所得が 22％向上、③さらに新品種「とよめき」の作付面積は 60ha まで拡大しました。


	平成30年度研究・普及・教育活動成果集-表紙
	本文

